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軍人が政治家に
なってはいけない
本当の理由  ―  政
軍関係を考える

著者の廣中シニアフェ
ローは、東日本大震災
の際に統合幕僚監部運
用部長として自衛隊の
作戦全体を考えるポジ
ションにありました。
その体験をベースに、
アメリカとイギリスで
民主主義国家における
政治と軍事の関係につ
いての研究を行い、日
本固有の政軍関係、と
りわけ政治指導者と自
衛隊の指揮官との適切
な関係についての提案
を行いました。

自由主義の危機

本書は国際プロジェク
ト「自由で開かれた国
際秩序」の成果物です。
日本の外交政策と統治
様式という２つの観点
から、日本がいかに自
由で開かれた国際秩序
を擁護しうるのか、ま
た、その過程でいかな
る障壁があるかを立ち
はだかるのかを分析し
ました。貿易や国際機
関などにおける日本の
役割や、国内における
ポピュリズムやジャー
ナリズムといった課題
についても考察を加え
ています。

軍事と政治 日本の
選択 ― 歴史と世界
の視座から

シンクタンクとは
何か  ― 政策起業
力の時代

日本を取り巻く安全保
障環境が変化する中、
「21 世紀の平和主義国
家像とはどうあるべき
なのか」を考える必要
性が高まっています。
本書では、「軍による安
全」、「軍からの安全」、
「政治からの安全」、そ
れぞれの「安全」 とそ
れらの関係のありよう
を明確にするとともに、
歴史的視野と国際的視
野から俯瞰することで、
日本にふさわしい政軍
関係を模索しました。

日本および、米国を中
心とした世界のシンク
タンクの歴史や、政策
形成への参画を含むそ
の活動内容を調査しま
した。世界史のなかで
のシンクタンクの役割
を踏まえ、ポピュリズ
ムの台頭、中露の情報
戦争、第 4 次産業革命
といった 21 世紀の世
界的潮流を受けて、各
国のシンクタンクが変
容・進化している姿を描
いています。さらに「シ
ンクタンク小国」と 呼
ばれる日本への提言も
示しています。

日米経済協力強化 
プロジェクト報告書

米国の戦略国際問題研
究所（CSIS）との共同プ
ロジェクト「第三国に
おける日米経済協力」
として、米国もしくは
日本がその経済活動の
ルールや規範の形成に
主導的役割を果たすこ
とのできる４つの国
（ミャンマー、ベトナム、イ
ンド、韓国）と２つの制
度的枠組み（地域的貿
易制度、G7）について
研究を行いました。そ
の成果をもとに、イン
ド太平洋での米国およ
び日本の単独および合
同での 10 の分野横断
的な提言を行いました。

福島原発事故 10
年検証委員会 民間
事故調最終報告書

福島原発事故から 10 
年間で私たちは何を学
んだのか、あるいは何
を学べなかったのか。
「福島原発事故 10 年
検証委員会」（第二次民
間事故調） が、原子力
安全規制、電力事業者
のガバナンス、リスク・
コミュニケーション、
官邸の危機管理、 災害
対応ロジスティクス、 
ファーストリスポン
ダ ー、復 興 と い う 7
つの視座から、原発事
故後 10 年間に日本が
とってきた対応策や残
る課題を整理しました。

新型コロナ対応・
民間臨時調査会 
調査・検証報告書

未来を実装する  ―  
テクノロジーで社
会を変革する 4 つ
の原則

「新型コロナ対応・民間
臨時調査会」（コロナ民
間臨調）は、新型コロ
ナウイルス感染症に対
する日本政府の取り組
みを中心に検証を行い
ました。国内初の感染
者が確認された 2020
年 1 月 15 日から半年
間を検証の対象範囲と
し、武漢邦人救出、ダ
イヤモンド・プリンセス
号対応、緊急事態宣言、
PCR 等検査、治療薬・
ワクチン、医療・介護体
制など様々な具体ケー
スを取り上げ、ベスト
プラクティスや課題を
整理しています。

「テクノロジーの社会実
装」プロジェクトでは、
これまで日本で行われ
てきた先端技術の社会
実装とその課題に関す
る調査を行い、実装を
より良く進めていくた
めのフレームワークを
提言しています。デジ
タル時代の新規事業担
当者に向けて、国のコ
ンタクト・トレーシン
グ・アプリ、電子署名、
遠隔医療など具体的な
ケーススタディや社会
実装を実践するための
ツールも多数収録して
います。

現代日本の地政学  
― 13 のリスクと地
経学の時代

国際戦略環境の変化を
踏まえ、13 の地政学
リスクに焦点を当て、
日米同盟の新たな戦略
を考えました。注目し
た変化の一つは「地政
学」の復活。国家の政
治行動を地理的条件に
結び付けて考える学問
で、南シナ海や東シナ
海での中国の行動がそ
の典型です。もうひと
つが「地経学」。地政学
的な利益を経済的手段
で実現しようとする政
治・外交手法のことで
す。経済的相互依存の
弱点を突くもので対応
が困難です。

トモダチ作戦の最
前線 ―  福島原発
事故に見る日米同
盟連携の教訓

著者の磯部シニアフェ
ローは、東日本大震災
の際に防衛省統合幕僚
監部の防衛計画部長の
職にあり、在日米軍と
連携しながら、災害救
助・復旧と福島原発事故
への対処にあたりまし 
た。本書はその経験を
ベースに「トモダチ作
戦」遂行の過程で浮か
び上がった課題を整理
し、日本のあるべき安
全保障・ 危機管理体制
と同盟メカニズムの姿
を提示しています。
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検証 安倍政権  ―  
保守とリアリズム
の政治

７年８ヵ月と日本の憲
政史上、最長の政権と
なった第２次安倍晋三
政権について、その政
策意思決定過程と統治
のありようをクリティ
カルに検証し、教訓を
引き出そうとしたもの
です。アベノ ミクス、
選挙・世論対策、官邸 
主導、外交・安全保障、
TPP・ 通商、歴史問題、
与党統制、女性政策、
憲法改正という９つの
視座から分析を行いま
した。
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国民安全保障国家論

コロナ危機による米中対立
の激化、ウクライナ危機に
よる "米国ブロック "と" 中
国・ロシアブロック " の対立
拡大などにより安全保障の
枠組みが揺らいでいます。
国家的危機の際、平時を有
事のモードに切り替え、国
が国民をよりよく守り、国
民も当事者意識をもって危
機対応に積極的に参画し、
打撃を受けても短期間で復
興するために協業する国家
と社会の形とはどうあるべ
きか。日本の安全保障・危機
管理にレジリエンス（強靭性）
の概念を含めることで、「国
民安全保障国家」という新
たな国家像を考えます。
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